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 日本郵政とその金融子会社である、かんぽ生命保険、ゆうちょ銀行は６月３０日に

東京証券取引所に株式上場の本申請を行い、今秋にも上場が予定されています。 

 郵政産業労働者ユニオンは、郵政事業研究会と協力し、株式上場にあたっての問題

点を明らかにした「株式上場に関する提言」を発表し、「異議あり！」とシンポジウ

ムを開き、東証での記者会見や国会議員要請など反対の取り組みを行ってきました。 

 ８月２７日は、全国で「株式上場に異議あり！」と反対の行動が取り組まれます。 

 現在、日本郵政の収益の特徴は、日本郵政グ

ループの経常利益の大半が金融２社によっても

たらされています。日本郵便の収益の大半は窓

口業務に由来しています。そして、窓口業務収

益の大半は金融２社からの業務委託手数料であ

り、２０１４年度では 81.25％を占めています。 

 

 このような経営状況の下で、郵政民営化法６

２条の規定どおり実施され、金融２社が日本郵

政から独立された場合、日本郵政は赤字決算と

なります。また、日本郵便も金融２社が不採算

地域から撤退すればユニバーサルサービスの確

保に大きな影響を与えることとなります。 

郵政民営化法６２条 
「日本郵政株式会社が保有する金融２社

の株式については、そのすべてを処分す

ることをめざし、両社の経営状況、郵政

事業に係る基本的な役割の確保等を勘案

しつつ、できる限り早期に処分する」 

 


